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阪神・淡路⼤震災の発⽣から 30 年、新潟県中越地震の発⽣から 20 年、東⽇本⼤震災の発⽣からまも

なく 15 年が経過するなか、過去数⼗年でわが国の被災地における教育、⾮被災地を含む地域での教育（防
災教育・復興教育）について様々な実践・研究が蓄積されています。とはいえ、その豊富な蓄積は教育学・
教育社会学など、限られた分野での断⽚的な共有に留まっており、災害研究者や市⺠が体系的に理解で
きる網羅的・総括的なかたちで整理・共有されていないのではないだろうか，という視点が本特集を企画
するきっかけとなりました。 
 防災教育・復興教育に対する社会的ニーズは、公教育の現場においてもますます⾼まってくると考え
られます。今⽇の⽇本では、2030 年以降の順次実施を⽬指して、⼩学校・中学校・⾼校の次期学習指導
要領の策定にむけた検討が進められています。今期の学習指導要領では、東⽇本⼤震災の経験をふまえ
て、公教育の現場では「総合的な学習の時間」等とも連動しつつ、教科横断的に「防災を含む安全に関す
る教育」に取り組む⽅針が⽰されていました。現在検討中の次期学習指導要領においては、複雑で変化の
激しい社会において⼈⽣を切り拓く「主体的・対話的で深い学び」を⽬指す⽅針が掲げられています。防
災教育・復興教育は、社会的な技術としての防災や復興の基本的な知識や考え⽅を学ぶことに留まらず、
複雑性や不確実性に適応するコンピテンシーの育成という、より広い教育⽬標に位置づけられつつあり
ます。 
 本特集号では、防災教育・復興教育に対する学術的・社会的ニーズを念頭におきながら、過去数⼗年に
おける防災教育・復興教育の実践・研究を振り返り、防災教育・復興教育の課題およびこれからのあり⽅
について、広く社会に対して問題提起することを⽬的としています。執筆は，本学会の特⻑である学際
性・実践性を活かして、幅広い学術分野で防災教育・復興教育の研究・実践に取り組む⽅々にお願いしま
した。お忙しい中，ご寄稿を賜りました執筆者の皆様には，⼼より御礼申し上げます。 

本特集号が防災教育・復興教育に取り組む関係者の実践、学際的・実践的研究の推進に幾何かでも寄与
することを願っております。 
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